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研究成果の概要（和文）：栃木県下における市民農園の事例分析から，市民農園の需給率や利用

者の満足感を規定する要因を明らかにした。さらにグリーンツーリズムに対する農家の意識調

査から，潜在的な環境ストックである休耕地を市民農園として活用するための条件と供給可能

面積を明らかにした。また種々の環境ストックをデータベース化し，空間分析を行うことで，

事例地区において実践可能なグリーンツーリズムのプログラムを具体化することに成功した。 

 
研究成果の概要（英文）：This study aims to development of green tourism planning method 

by utilizing latent stocks of environment in rural area. A questionnaire survey for residents 

was carried out in Tochigi pref. The main findings were as follows: ①Elapsed years from 

inaugurating affect to vacancy rate on allotment garden. ②Arrival time to allotment 

garden and terms of service were determinant factor a feeling of satisfaction. ③About 40 % 

showed latent intention of lending their farmland for allotment garden.④The important 

requisites were good maintenance of the land during the lending period, adequate rental 

fee, and mediation of public organizations.⑤In order to materialize the green tourism 

programs, the important requisite were spatial analysis based on database of 

environmental stocks. 
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１．研究開始当初の背景 

ゆとりある生活の重視や価値観の多様化
などを背景に，各地の地方自治体で市民農園
の開設等を基軸とするグリーンツーリズム
（以下ＧＴと略）の取組が展開されていた。
しかしＧＴの実践には多大な初期投資を伴
うことや，利用ニーズに対して体験フィール
ドが慢性的に不足していることが問題とし
て指摘されており，これらの課題解決を図る
と当時に，ＧＴを着実に実践・普及させるた
めの計画手法が求められていた。 

 

２．研究の目的 

そこで本研究は，農村空間の潜在的資源を
ＧＴ活動の体験フィールドとして活用する
計画手法を構築する基礎として，(1)物理・心
理・社会的条件から農村空間における潜在的
な環境ストックの供給ポテンシャルを明ら
かにし，これに基づいて(2)具体的な GT プロ
グラムを析出することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

事例地区を栃木県内の市町村に設定し，Ｇ
Ｔに対するステークホルダーの意識や環境
ストックの賦存状況を明らかにするために
現地踏査およびアンケート調査を行った。 
具体的に，農家および都市住民を対象とす

るアンケート調査を行い，市民農園の利用実
態を明らかにするとともに，休耕地を活用し
た市民農園の開設可能性や行政的課題につ
いて考察した。つづいて休耕地や既存宿泊施
設また交通網等の農村空間に存在する物理
的な環境ストックを網羅的に収集し，事例地
区における供給ポテンシャルを把握した。ま
た文献調査と事例分析に基づいてＧＴの活
動パターンと具備要件を明らかにした。さら
にＧＴ活動パターンの具備要件を規準とし
て，環境ストックの供給ポテンシャルをＧＩ
Ｓの空間分析によってフィルタリングし，既
往のＧＴパターンから事例地区において実
践可能なＧＴプログラムを析出した。 

 
４．研究成果 
 
(1)市民農園の利用実態とステークホルダー
の意識 
①市民農園の需給率と規定要因 
市民農園の利用状況（利用者数，空き区画）

を評価するために需給率という指標を設け
た。農園の需給率，開設位置，ＤＩＤ，また
半径 1.5km の人口密度を算出し，ＧＩＳによ
って空間分析を行ったが需給率との間には
明確な関係が見られなかった（図１～2）。 
そこで駐車場やトイレ等の付帯施設，ＤＩ

Ｄ，開設してからの経過年数，料金等を説明
変数とする数量化分析を行ったところ，開設
してからの経過年数が市民農園の需給率を

規定する要因として有為な相関を示した。こ
のことから，利用者数が区画数に見合う数ま
で到達するには，一定の年数が必要であるこ
とが示唆された。また開設・運営主体の属性
や運用戦略によって需給率が変化する可能
性を示した。 
 
 
 

②市民農園利用者の満足度の規定要因 
市民農園の利用者を対象としたアンケー

ト調査の結果，回答者の７割が農園の利用環
境を満足と評価し，９割が農園の継続意向を
示した。また回答者の７割は農園までの移動
手段として車を利用していることが明らか
となった。数量化分析の結果，規約条件や移
動時間等が利用環境に関する満足感の規定
要因であることが明らかとなった。具体的に，
自転車や車で 10 分以上かかる場所から訪問
する利用者は，不満感を示す傾向が強かった
（図 3～4）。利用者は農園の附帯施設として
給水施設や駐車場，トイレなどを重要視する
傾向にあったが，これらの有無が農園利用に
関する満足感に与える影響は統計的に明ら
かにならなかった。 
③市民農園開設と休耕地の貸与意思 
ＧＴに関する農家意識ならびにＧＴへの

農地の貸与意思を把握するためのアンケー
ト調査を実施した。分析の結果，全回答者の
約６割がＧＴを｢はじめて聞いた｣と回答す
るとともに，ＧＴの推進について消極的な回
答を示した。また所有農地の一部を市民農園
等に貸与することについて肯定的な意見を
示した回答は全体の 4 割にとどまり，ＧＴの

図 1 DID と需給（区画ベース）の関係 
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推進や農地貸与に関しては慎重な意見が過
半数を占めた。農地の貸与に肯定的な意思を
示した回答者が所有する休耕地面積の和か
ら，貸与可能な農地面積を推定した結果，「ぜ
ひ貸し出したい」と答えた回答者(n=34)の休
耕地面積の和は 14.3ha となり，現在の５倍
に相当する農地が潜在的に供給可能と見積
もられた。これらの農地を顕在化させるため
には，貸与期間中における農地管理の付託，
借地料の享受，公的機関の関与などの条件整
備を図ることが重要と考えられた（図 5～6）。 

 
 

 

(2)環境ストックを活用したＧＴプログラム
の具体化 
①環境ストックの供給ポテンシャル 
栃木県北部エリアを分析対象として，当該

エリアの種々の環境ストックを供給ポテン
シャルマップとして整理した。その結果，環
境ストックは総体的に西高東低の傾向にあ
ることが明らかとなった。なかでも那須町西
側エリアと東側エリアでは，宿泊施設数や収
容人数に顕著な相異が見られ，各エリアの供
給ポテンシャルに即したプログラム作成の
重要性が明らかとなった（図 7）。 

 
 (3)ＧＴプログラムの具体化 
ＧＴの訪問先における移動方法や宿泊の

有無を基準として９つのＧＴの活動パター
ンを作成するとともに，各パターンの実践に
必要な環境ストックの対応関係を整理した。 
この関係に基づいて，環境ポテンシャルマ

ップをＧＩＳの空間分析によってフィルタ
リングし，事例地区において実践可能と考え
られるＧＴプログラムを判別した。加えてＧ
ＩＳによるネットワーク解析を用いてＧＴ
活動に掛かるコストと時間を変数としたシ
ミュレーションを行い，事例地区におけるＧ
Ｔプログラムを作成した。 
具体的に旅行経費（利用料金および交通

費）が 5,000 円以下，かつ所要時間（滞在時
間および移動時間）７時間以下の活動パター
ン（日帰り行程）の場合，事例地区では１シ
ーズンあたり約 80 のプログラムが展開可能
であることを明らかにした。 
このことから環境ストックを供給ポテン

シャルマップとしてデータベース化し，ＧＩ
Ｓによる空間分析等を行うことが，農村地域
において実践可能なグリーンツーリズムの
プログラムを具体化する方法として有効と
考えられた。 
 

図 7 環境ストックの供給ポテンシャルマップ
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図 3 農園までの移動時間と満足感との対

応関係(残差分析) 

図 4 農園の利用者分布と満足感の関係 

図 5 休耕地の有無と貸与意思の関
係 

図 6 農地の貸与条件（複数選択 
n=709） 
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